
特別清算等の見直しに関する要綱試案 

（注）文中のａ，ｂ，ｃ・・・の記号は，原文において，それぞれ丸数字の１，

２，３・・・と表記されています。 

 

 第１部 特別清算   

（前注） 商法第２編（会社）第４章（株式会社）第９節（清算）第２款（特

別清算）に規定されている特別清算の制度について，現行の特別清算によ

り処理されている事案を引き続きその対象として想定し，利害関係人の利

益の保護を図ること及び破産を予防することを目的とする，株式会社につ

いての通常の清算手続を厳格化した特殊な清算手続という現行の特別清算

の基本的枠組みを維持した上で，特別清算における個別の手続・制度の見

直しを行うものとする。 

 なお，現行の特別清算の枠組みを維持しつつ，存立中の株式会社がその

財産をもって債務を完済することができない状態にあるときにも特別清算

を開始することができるものとする（特別清算が開始されたときは株式会

社は解散するものとする）との考え方もあったが，この考え方を採用する

場合には，破産手続の特則として位置づけざるを得ず，その結果現行の特

別清算のメリットを維持することが困難となることなどから，採用される

に至らなかった。  

第１ 管轄

 １ 原則的管轄 

  特別清算開始申立事件は，会社の本店の所在地を管轄する地方裁判所が

管轄するものとする。 

 ２ 管轄の特例

 (1) 子会社の管轄の特例 

  会社の総株主の議決権の過半数を有する法人について特別清算事件，破

産事件，再生事件又は更生事件が係属している場合には，当該会社につい

ての特別清算開始の申立ては，当該法人の特別清算事件，破産事件，再生

事件又は更生事件が係属している地方裁判所にもすることができるもの

とする。 

 (2) 連結子会社の管轄の特例 

  株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１条の２第１項

に規定する大会社について特別清算事件，破産事件，再生事件又は更生事

件が係属している場合には，当該大会社の同条第４項に規定する連結子会



社（当該大会社の直前の決算期において同法第１９条の２又は第２１条の

３２の規定により当該連結子会社に係る連結計算書類が作成され，かつ，

定時総会において当該連結計算書類が報告されたものに限るものとす

る。）についての特別清算開始の申立ては，当該大会社の特別清算事件，

破産事件，再生事件又は更生事件が係属している地方裁判所にもすること

ができるものとする。 

 ※ 参照条文 非訟事件手続法第１３６条前段，破産法（平成１６年法律第

７５号。以下「新破産法」という。）第５条第３項及び第５項

  （注１） ２(1)の「子会社の管轄の特例」については，子会社が単独で，

又は親法人及び子会社が共同で，他の株式会社の総株主の議決権の過

半数を有する場合には，当該他の株式会社を親法人の子会社とみなす

ものとする（新破産法第５条第４項参照）。 

  （注２） ２の「管轄の特例」を設けることに伴い，特別清算事件が係属

する地方裁判所で統一的な処理をすることができるようにするため，

特別清算開始の命令があったときは，その後の清算に関する事件は，

特別清算事件が係属する地方裁判所が管轄するものとする。また，清

算に関する事件を取り扱う裁判所は，同一の会社につき２の「管轄の

特例」による特別清算開始の申立てに基づき特別清算開始の命令があ

った場合において，当該清算に関する事件を処理するために相当であ

ると認めるときは，職権で，当該清算に関する事件を特別清算事件が

係属する裁判所に移送することができるものとする。 

 なお，清算に関する事件以外の会社非訟事件のうち，同様の手当を

要するものがあるかどうかについて，なお検討するものとする。 

  （注３） 会社の本店の所在地と会社の主たる営業所の所在地とが異なる

場合に，会社の主たる営業所の所在地を管轄する地方裁判所でも特別

清算事件を処理することができるようにするため，会社の主たる営業

所の所在地を管轄する地方裁判所にも特別清算開始の申立てをするこ

とができるものとするかどうか（会社更生法第５条第１項及び第２項

第１号参照），特別清算事件を会社の主たる営業所の所在地を管轄す

る地方裁判所に移送することができるものとするかどうかについて，

なお検討するものとする。 

第２ 記録の閲覧等の制度 

  特別清算事件に関する文書の閲覧等の制度及び支障部分の閲覧等の制限の

制度を整備するものとする。 

  ※ 参照条文 新破産法第１１条及び第１２条

  （注） 記録の閲覧等の制度の対象となる文書等の具体的範囲（新破産法



第１１条第１項参照），閲覧等の請求の時期的制限（同条第４項各号

参照）及び支障部分の閲覧等の制限の対象となる文書等の具体的範囲

（同法第１２条第１項各号参照）については，なお検討するものとす

る。 

第３ 最高裁判所規則への委任 

  法律に定めるもののほか，特別清算の手続に関し必要な事項は，最高裁判

所規則で定めるものとする。 

第４ 特別清算開始の申立て

 １ 特別清算開始の原因 

  裁判所は，次に掲げる事由のいずれかがあるときは，申立てにより，特

別清算の開始を命ずることができるものとする。 

  ａ 清算の遂行に著しい支障を来すべき事情があると認めるとき。 

  ｂ 会社がその財産をもって債務を完済することができない状態にある疑

いがあると認めるとき。 

 ２ 申立権者 

  債権者，〔会社，〕清算人，監査役又は株主は，特別清算開始の申立て

をすることができるものとする。 

 ３ 清算人の申立義務 

  会社がその財産をもって債務を完済することができない状態にある疑い

があるときは，清算人は，特別清算開始の申立てをしなければならないも

のとする。 

 ４ 疎明

 (1) 特別清算開始の原因の疎明 

  〔債権者又は株主が〕特別清算開始の申立てをするときは，特別清算開

始の原因を疎明しなければならないものとする。 

 (2) 債権の疎明 

  債権者が特別清算開始の申立てをするときは，その有する債権の存在を

疎明しなければならないものとする。 

 ５ 手続費用の予納

 (1) 手続費用の予納 

  特別清算開始の申立てをするときは，申立人は，特別清算の手続の費用

として裁判所の定める金額を予納しなければならないものとする。 

 (2) 不服申立て 

  費用の予納に関する決定に対しては，即時抗告をすることができるもの

とする。 

 (3) 費用の負担 



  特別清算開始の命令があったときは，特別清算の手続の費用は，会社の

負担とするものとする。 

 ６ 取下げの制限 

  特別清算開始の申立てをした者は，特別清算開始の命令前に限り，当該

申立てを取り下げることができるものとする。ただし，後記第５の特別清

算開始前の処分（後記第５・１ｃの処分を除く。）がされた後は，裁判所

の許可を得なければならないものとする。 

  ※ 参照条文 商法第４３１条第１項及び第２項，非訟事件手続法第１３

８条ノ１５において準用する同法第１３５条ノ２６，第１３

５条ノ２７第１項前段及び第１３５条ノ２９，新破産法第２

２条第２項及び第２９条 

  （注１） ２の「申立権者」につき，会社固有の申立権を認めるかどうか

については，なお検討するものとする。後記第５・１及び２，第７・

３(3)ａ，第１１ａからｆまで並びに第１３・１についても，同様とす

る。 

  （注２） ４(1)の「特別清算開始の原因の疎明」の義務を負う申立権者の

範囲については，２において会社固有の申立権を認めることを前提と

して会社には疎明義務を課さず，その他の申立権者には疎明義務を課

すものとするとの考え方を含めて，なお検討するものとする。 

  （注３） 裁判所が職権でする開始命令の制度（商法第４３１条第１項），

監督官庁の通告の制度（同条第３項において準用する同法第３８１条

第２項）及び手続の費用の仮支弁の制度（非訟事件手続法第１３８条

ノ１５において準用する同法第１３５条ノ２８）は，設けないものと

する。 

  （注４） 監督官庁に対する通知（非訟事件手続法第１３８条ノ１５にお

いて準用する同法第１３５条ノ３０等）については，通知先，通知の

時期等につき見直しを行うことを前提として，最高裁判所規則で定め

るものとする（前記第３参照）。 

第５ 特別清算開始前の処分

 １ 会社の財産の保全処分等 

  裁判所は，特別清算開始の申立てがあった時から当該申立てについての

裁判があるまでの間においても，必要があると認めるとき（ｃの処分にあ

っては，緊急の必要があると認めるとき）は，債権者，〔会社，〕清算人，

監査役若しくは株主の申立てにより又は職権で，次に掲げる処分をするこ

とができるものとする。 

  ａ 会社の財産の処分禁止の仮処分その他の必要な保全処分 



  ｂ 会社の株主の名義書換の禁止 

  ｃ 会社の発起人，取締役，監査役又は清算人の責任に基づく損害賠償請

求権につき，発起人，取締役，監査役又は清算人の財産に対してする保

全処分 

 ２ 他の手続の中止命令 

  裁判所は，特別清算開始の申立てがあった場合において，必要があると

認めるときは，債権者，〔会社，〕清算人，監査役若しくは株主の申立て

により又は職権で，特別清算開始の申立てにつき決定があるまでの間，次

に掲げる手続の中止を命ずることができるものとする。ただし，ａに掲げ

る破産手続については破産手続開始の決定がされていない場合に限り，ｂ

に掲げる手続についてはその手続の申立人である債権者に不当な損害を及

ぼすおそれがない場合に限るものとする。 

  ａ 会社についての破産手続 

  ｂ 会社の財産に対して既にされている強制執行，仮差押え又は仮処分の

手続（一般の先取特権その他一般の優先権がある債権に基づくものを除

く。） 

  ※ 参照条文 商法第４３２条及び同法第４３３条において準用する同法

第３８３条第１項 

  （注１） １の「会社の財産の保全処分等」については，弁済禁止の保全

処分に違反した場合の効力（新破産法第２８条第６項参照）等につき，

所要の規定を整備するものとする。 

  （注２） ２の「他の手続の中止命令」については，即時抗告（新破産法

第２４条第４項及び第５項参照）等につき，所要の規定を整備するも

のとする。 

第６ 特別清算開始の条件 

  裁判所は，特別清算開始の申立てがあった場合において，次のａからｃま

でのいずれかに該当するときは，特別清算開始の申立てを却下するものとし，

特別清算開始の原因があると認めるときは，次のｄからｆまでのいずれかに

該当する場合を除き，特別清算の開始を命ずるものとする。 

 ａ 〔債権者又は株主が特別清算開始の申立てをする場合において〕特別清

算開始の原因の疎明がないとき。 

 ｂ 債権者が特別清算開始の申立てをする場合において債権の存在の疎明が

ないとき。 

 ｃ 特別清算の手続の費用の予納がないとき。 

 ｄ 特別清算の見込みがないことが明らかであるとき。 

 ｅ 特別清算によることが債権者の一般の利益に反することが明らかである



とき。 

 ｆ 不当な目的で特別清算開始の申立てがされたとき，その他申立てが誠実

にされたものでないとき。 

  ※ 参照条文 非訟事件手続法第１３８条ノ１５において準用する同法第

１３５条ノ２７第１項後段，新破産法第３０条第１項第２号

  （注１） ａにつき，前記第４・４(1)参照。 

  （注２） 裁判所は，特別清算の開始を命じた場合には，遅滞なく，その

旨を官報に掲載して公告しなければならないものとする（非訟事件手

続法第１３８条ノ１５において準用する同法第１３５条ノ３２におい

て準用する同法第１３３条ノ２第４項参照）等，特別清算において裁

判所がする公告は，官報に掲載してするものとする（新破産法第１０

条第１項参照）。 

第７ 特別清算開始の効力

 １ 効力を受ける債権の範囲 

  会社に対するすべての債権は，特別清算の効力を受けるものとする。た

だし，特別清算のために生じた債権，特別清算の手続の費用の請求権及び

一般の先取特権その他一般の優先権がある債権については，この限りでな

いものとする。 

 ２ 倒産実体法の整備 

  相殺の制限に関する規定のみを設けるものとする。 

 ３ 他の手続に対する効力

  (1) 特別清算開始の命令があったときの他の手続の中止 

  特別清算開始の命令があったときは，破産手続開始の申立て，会社の

財産に対する強制執行，仮差押え若しくは仮処分又は財産開示手続（民

事執行法第１９７条第１項の申立てによるものに限る。以下(1)において

同じ。）の申立てはすることができず，破産手続（破産手続開始の決定

がされていないものに限るものとする。），既にされている会社の財産

に対する強制執行，仮差押え及び仮処分の手続並びに財産開示手続は中

止するものとする。ただし，一般の先取特権その他一般の優先権がある

債権に基づく強制執行，仮差押え，仮処分又は財産開示手続については，

この限りでないものとする。 

 (2)  特別清算開始の命令が確定したときの他の手続の失効 

  特別清算開始の命令が確定したときは，特別清算開始の命令により中

止した手続は，特別清算の関係においては，その効力を失うものとする。

 (3) 担保権の実行手続等の中止命令

   ａ 裁判所は，特別清算開始の命令があった場合において，債権者の一



般の利益に適合し，かつ，その手続の申立人である債権者に不当な損

害を及ぼすおそれがないものと認めるときは，〔会社，〕清算人，監

査役，債権者若しくは株主の申立てにより又は職権で，相当の期間を

定めて，会社の財産につき存する担保権（企業担保権を含む。）の実

行手続又は既にされている会社の財産に対する一般の先取特権その他

一般の優先権がある債権に基づく強制執行の手続の中止を命ずること

ができるものとする。 

   ｂ 裁判所は，ａによる中止の命令を発する場合には，ａの手続の申立

人である債権者の意見を聴かなければならないものとする。 

   ｃ 裁判所は，ａによる中止の命令を変更し，又は取り消すことができ

るものとする。 

   ｄ ａによる中止の命令及びｃによる変更の決定に対しては，ａの手続

の申立人である債権者に限り，即時抗告をすることができるものとす

る。 

   ｅ ｄの即時抗告は，執行停止の効力を有しないものとする。 

  ※ 参照条文 商法第４３３条において準用する同法第３８３条第２項及

び第３項並びに第３８４条並びに同法第４５６条第１項にお

いて準用する現行破産法第１０４条（破産法の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律（平成１６年法律第７６号。以

下「整備法」という。）による改正後の商法第４５６条第１

項において準用する新破産法第７１条及び第７２条），非訟

事件手続法第１３８条ノ１５において準用する同法第１３５

条ノ３７ 

  （注） ２の「倒産実体法の整備」における相殺の制限の内容については，

破産手続における相殺の制限の内容（新破産法第７１条及び第７２条

参照）と同様のものとするかどうかにつき，なお検討するものとする。

第８ 清算人

 １ 公平誠実義務 

  特別清算が開始されたときは，清算人は，債権者，会社及び株主に対し，

公平かつ誠実に，清算事務を処理する義務を負うものとする。 

 ２ 清算人の解任及び選任

 (1) 解任 

   ａ 裁判所は，重要な事由があるときは，債権者若しくは株主の申立て

により又は職権で，清算人を解任することができるものとする。 

   ｂ 清算人を解任する場合には，当該清算人を審尋しなければならない

ものとする。 



   ｃ 清算人を解任する裁判に対しては，即時抗告をすることができるも

のとする。 

 (2) 選任 

   ａ 清算人が欠けたとき，又は清算人の増員の必要があるときは，裁判

所が清算人を選任するものとする。 

   ｂ 清算人を選任する裁判に対しては，不服を申し立てることができな

いものとする。 

 ３ 清算人に対する報告命令及び調査 

  裁判所は，いつでも，清算人に対し，清算事務及び財産の状況の報告を

命じ，その他清算の監督のために必要な調査をすることができるものとす

る。 

 ４ 清算人の行為の制限 

  清算人の行為の制限については，次のような制度を設けるものとする。

 甲案（必要的許可の制度を設けるものとするとの考え方）  

  ａ 清算人は，商法第４４５条第１項各号に掲げる行為（最高裁判所

規則で定める額以下の価額を有するもの及び裁判所が許可を要しな

いものとしたものに関する行為を除く。）その他裁判所が指定する

行為をするには，裁判所の許可を得なければならないものとする。

  ｂ 裁判所は，監督機関を選任して，ａの許可に代わる同意をする権

限を監督機関に付与することができるものとする。 

 乙案（裁量的許可の制度を設けるものとするとの考え方）  

  ａ 裁判所は，清算人が商法第４４５条第１項各号に掲げる行為その

他裁判所が指定する行為をするには裁判所の許可を得なければなら

ないものとすることができるものとする。 

  ｂ 裁判所は，清算人が一定の行為をするには裁判所が選任する監督

機関の同意を得なければならないものとする処分をすることができ

るものとする。  
 ５ 債務の弁済

 (1) 会社の債務は，その債権額の割合により弁済しなければならないものと

する。ただし，特別清算のために生じた債権，特別清算の手続の費用の請

求権又は一般の先取特権その他一般の優先権がある債権については，この

限りでないものとする。 

 (2) (1)にかかわらず，清算人は，裁判所の許可を得て，少額の債権又は担

保権の被担保債権その他その弁済により他の債権者を害するおそれがな

い債権について弁済をすることができるものとする。 

  ※ 参照条文 商法第４３４条から第４３６条まで，第４３８条第１項及



び同条第２項において準用する同法第４２３条第２項，非訟

事件手続法第１３７条前段，新破産法第７５条第２項後段並

びに第７８条第２項及び第３項，民事再生法第４１条第１項，

第５４条第１項及び第２項並びに第１２０条第２項 

  （注１） ４の「清算人の行為の制限」に関する監査委員の同意の制度及

び債権者集会の決議の制度（商法第４４５条第１項及び第２項）は，

廃止するものとする。 

  （注２） ４の「清算人の行為の制限」の甲案ｂ又は乙案ｂにおける監督

機関の名称，検査役（後記第１０参照）との関係（同一の機関とする

か，別個の機関を設けるか）等については，なお検討するものとする。

  （注３） ４の「清算人の行為の制限」について，乙案を採る場合に，さ

らに，(i)債権者集会は，その決議により，清算人が一定の行為をする

には債権者集会の決議又は裁判所の許可を得なければならないものと

することができるものとするとの考え方，(ii)債権者集会は，その決

議により，清算人が一定の行為をするには裁判所が選任する監督機関

の同意を得なければならないものとする処分をすることを裁判所に対

して請求することができるものとするとの考え方をも採るかどうかに

ついては，なお検討するものとする。 

  （注４） ４の「清算人の行為の制限」において，甲案又は乙案のいずれ

の考え方を採用するかにかかわらず，清算人が許可等を得ないでした

行為の効力（商法第４４５条第３項参照），営業の全部又は重要な一

部の譲渡等につき株主総会の特別決議を不要とする特例（同条第４項

参照）及び裁判所の必要的許可の制度（民事再生法第４２条第１項及

び会社更生法第４６条第２項参照）等につき，所要の規定を整備する

ものとする。また，裁判所が営業の全部又は重要な一部の譲渡等につ

き許可をする際の債権者等の関与のあり方について，なお検討するも

のとする。 

  （注５） ５(2)の裁判所の許可による弁済について，許可の申立ては清算

人全員でしなければならないとの規律（非訟事件手続法第１３８条ノ

６において準用する同法第１３２条ノ２第１項）は，設けないものと

する。 

  （注６） 特別清算中の清算人その他の会社の機関に関する規律のあり方

については，会社法制の現代化における清算中の会社の機関について

の見直し（会社法制の現代化に関する要綱試案第４部・第８・２参照）

を踏まえて，なお検討するものとする。 

第９ 債権者集会



 １ 書類提出及び意見陳述のための債権者集会 

  清算人は，会社の財産の現況についての調査が終了し，かつ，財産目録

及び貸借対照表を作成したときは，遅滞なく，債権者集会を招集して，当

該債権者集会に対して，会社の業務及び財産の状況の調査書，財産目録並

びに貸借対照表（以下１において「調査書等」という。）を提出し，かつ，

清算の実行の方針及び見込みに関して意見を述べなければならないものと

する。ただし，債権者集会に対する調査書等の提出及び意見の陳述以外の

方法で当該調査書等及び当該意見の内容を債権者に周知させることが適当

であると認めるときは，当該債権者集会を招集しないことができるものと

する。 

 ２ １以外の債権者集会

 (1) 清算人による招集 

  清算人は，清算の実行上必要があると認めるときは，債権者集会を招集

することができるものとする。 

 (2) 少数債権者による招集

   ａ 債権の申出をした債権者その他会社に知れている債権者の総債権の

１０分の１以上に当たる債権を有する者は，会議の目的となる事項及

び招集の理由を記載した書面を清算人に提出して，債権者集会の招集

を請求することができるものとする。 

   ｂ ａの請求があった後遅滞なく債権者集会の招集の手続がされないと

き，又は請求があった日から６〔８〕週間以内の日を会日とする債権

者集会の招集の通知が発せられないときは，請求をした債権者は，裁

判所の許可を得て，債権者集会を招集することができるものとする。

 ３ 債権者集会の指揮（議長となるべき者） 

  債権者集会は，裁判所が指揮するものとする。

 ４ 決議

 (1) 議決権 

   ａ 議決権を行使させるかどうか及びいかなる金額につき議決権を行使

させるかは，各債権について，清算人が定めるものとする。 

   ｂ 清算人が定めた議決権の行使の許否又は金額につき当該債権を有す

る者又は他の債権者が異議を述べたときは，議決権の行使の許否又は

金額は、裁判所が定めるものとする。 

   ｃ 議決権の行使の許否又は金額についての裁判に対しては，不服を申

し立てることができないものとする。 

 (2) 代理人による議決権行使

   ａ 債権者は，代理人をもってその議決権を行使することができるもの



とする。 

   ｂ ａの債権者又は代理人は，代理権を証する書面を会社に提出しなけ

ればならないものとする。 

   ｃ ｂの代理権の授与は，債権者集会ごとにしなければならないものと

する。 

 (3) 可決要件（協定の決議を除く。） 

  債権者集会の決議を要する事項を可決するには，  

ａ 債権者集会に出席した議決権を行使することができる債権者の過半

数の同意 

及び  

ｂ 債権者集会に出席した議決権を行使することができる債権者の議決

権の総額の２分の１を超える議決権を有する者の同意 

がなければならないものとする。  

 ５ 担保権者の取扱い 

  会社の財産につき特別の先取特権，質権，抵当権又は商法の規定による

留置権（以下５において「担保権」という。）を有する債権者については，

次のように取り扱うものとする。 

 (1) 少数債権者による招集 

  担保権の行使によって弁済を受けることができる債権額は，少数債権者

による招集の要件である「総債権」及び「債権」の額（２(2)ａ参照）に

算入しないものとする。 

 (2) 招集の通知 

  担保権の行使によって弁済を受けることができない債権額があるかど

うかにかかわらず，債権者集会の招集を通知しなければならないものとす

る。 

 (3) 議決権 

  担保権の行使によって弁済を受けることができる債権額については，議

決権を行使することができないものとする。 

 (4) 債権者集会への出席等 

  債権者集会又は債権者集会を招集した者は，債権者集会にあっては，そ

の決議により，担保権者を債権者集会に出席させて，その意見を求めるこ

とができるものとする。 

  ※ 参照条文 商法第４３９条第１項及び第２項，同条第３項において準

用する同法第２３７条第３項，第４３９条第４項，第４４０

条，第４４１条，第４４２条第１項において準用する同法第

２３９条第２項及び第４項並びに第４４２条第１項において



準用する現行破産法第１７９条第１項（整備法による改正後

の商法第４４１条ノ２第１項），非訟事件手続法第１３８条

ノ８第１項及び第１３８条ノ９ 

  （注１） 会社法制の現代化により，通常の清算手続における株主総会の

承認を受けた財産目録及び貸借対照表の裁判所への提出の制度（商法

第４１９条第３項）が廃止される場合（会社法制の現代化に関する要

綱試案第４部・第８・１参照）には，特別清算開始の命令があったと

きは，清算人は，株主総会の承認を受けた財産目録及び貸借対照表（こ

れらが電磁的記録で作成されているときは，電磁的記録に記録されて

いる情報の内容を記載した書面）を裁判所に提出しなければならない

ものとする。 

  （注２） 基準日の制度（商法第２２４条ノ３参照）及び議決権の不統一

行使の制度（商法第２３９条ノ４及び第３３９条第１項参照）を設け

るものとする。なお，議決権の不統一行使がされた場合の可決要件の

うち頭数（４(3)ａ参照）の数え方については，再生手続と同様の考え

方（整備法による改正後の民事再生法第１７２条の３第７項参照）を

採るものとする。 

 また，債権者集会に出席しない債権者が書面又は電磁的方法により

その議決権を行使する制度（商法第３２１条ノ２及び第３２１条ノ３

参照）及び債権者集会を招集せずに書面等で議決権を行使させる制度

については，これらを設けるものとする方向で，なお検討するものと

する。 

  （注３） 債権者集会の決議につき特別の利害関係を有する者の議決権の

行使を禁止する規定（商法第４４２条第１項において準用する現行破

産法第１７９条第２項。整備法による改正後の商法第４４１条ノ２第

２項）は，設けないものとする。 

 また，無記名式の債券を有する者は債権者集会の会日から１週間前

に債券を供託しなければ議決権を行使することができないとの規律

（商法第４４２条第１項において準用する同法第３２１条第２項）に

ついては，このような規律を設けないものとする方向で，なお検討す

るものとする。 

第１０ 検査役

 １ 検査命令 

  裁判所は，会社の財産の状況を考慮して必要があると認めるときは，清

算人，監査役，債権の申出をした債権者その他会社に知れている債権者の

総債権の１０分の１以上に当たる債権を有する者若しくは６月前から引き



続き総株主の議決権の１００分の３以上に当たる株式を有する株主の申立

てにより又は職権で，次に掲げる事項について，検査役による検査を命ず

ることができるものとする。 

  ａ 特別清算開始に至った事情 

  ｂ 会社の業務及び財産の状況 

  ｃ 会社の財産の保全処分をする必要があるかどうか。 

  ｄ 会社の発起人，取締役，監査役又は清算人の責任に基づく損害賠償請

求権につき，発起人，取締役，監査役又は清算人の財産に対して保全処

分をする必要があるかどうか。 

  ｅ 会社の発起人，取締役，監査役又は清算人の責任に基づく損害賠償請

求権の査定の処分をする必要があるかどうか。 

  ｆ その他特別清算に必要な事項で裁判所が指定したもの 

 ２ 検査役の報告 

  検査役は，１による検査の結果を裁判所に報告しなければならないもの

とする。 

  ※ 参照条文 商法第４５２条第１項，同条第２項において準用する同法

第３８８条及び第４５３条，非訟事件手続法第１３８条ノ１

５において準用する同法第１３５条ノ４１第１項 

  （注１） 「検査役」という名称を維持するかどうか，清算人の行為の制

限に関する監督機関（前記第８・４の甲案ｂ及び乙案ｂ参照）との関

係（同一の機関とするか，別個の機関を設けるか）等については，な

お検討するものとする。 

  （注２） 検査役の報告徴収権（通説的見解に従い，報告徴収の対象者と

して，現職の清算人等のほか，清算人等であった者も含まれることを

明らかにするものとする。新破産法第４０条第２項参照）及び物件検

査権（商法第４５２条第２項において準用する同法第３９０条第１項）

等につき，所要の規定を整備するものとする。 

  （注３） 執行官又は警察官の援助の制度（商法第４５２条第２項におい

て準用する同法第３９０条第２項）は，設けないものとする。 

第１１ 裁判所の処分 

  裁判所は，清算の監督上必要があると認めるときは，債権者，〔会社，〕

清算人，監査役若しくは株主の申立てにより又は職権で，次に掲げる処分を

することができるものとする。 

 ａ 会社の財産の処分禁止の仮処分その他の必要な保全処分 

 ｂ 会社の株主の名義書換の禁止 

 ｃ 会社の発起人，取締役，監査役又は清算人の責任に基づく損害賠償請求



権につき，発起人，取締役，監査役又は清算人の財産に対してする保全処

分 

 ｄ 会社の発起人，取締役，監査役又は清算人の責任の免除の禁止 

 ｅ 会社の発起人，取締役，監査役又は清算人の責任の免除の取消し。ただ

し，特別清算開始の命令の日から１年以上前にした免除については，不正

の目的でされたものに限るものとする。 

 ｆ 会社の発起人，取締役，監査役又は清算人の責任に基づく損害賠償請求

権の査定 

  ※ 参照条文 商法第４３７条及び第４５４条第１項各号

  （注１） ａの「会社の財産の処分禁止の仮処分その他の必要な保全処分」

については，弁済禁止の保全処分に違反した場合の効力（新破産法第

２８条第６項参照）等につき，所要の規定を整備するものとする。 

  （注２） ｅの「会社の発起人，取締役，監査役又は清算人の責任の免除

の取消し」については，責任の免除の取消しを受けるべき発起人等の

審尋（非訟事件手続法第１３８条ノ１５において準用する同法第１３

５条ノ４９において準用する同法第１３５条ノ１６第１項参照），即

時抗告及び執行停止効（同法第１３８条ノ１５において準用する同法

第１３５条ノ４９において準用する同法第１２９条ノ４及び第１３２

条ノ５第３項）等につき，所要の規定を整備するものとする。また，

責任の免除の取消しを受ける発起人等のための更なる手続保障の要否

やその内容，取消しの要件の厳格化等につき，なお検討するものとす

る。 

  （注３） ｆの「発起人，取締役，監査役又は清算人の責任に基づく損害

賠償請求権の査定」については，損害賠償請求権の査定に対する異議

の訴え（商法第４５４条第３項において準用する同法第３９４条及び

第３９５条参照）等につき，所要の規定を整備するものとする。 

第１２ 協定

 １ 協定の申出 

  清算人は，債権者集会に対して，協定の申出をすることができるものと

する。 

 ２ 協定の条件（内容） 

  協定の条件（内容）は，債権者の間では平等でなければならないものと

し，不利益を受ける者の同意がある場合又は少額の債権について別段の定

めをしても衡平を害しない場合その他債権者の間に差を設けても衡平を害

しない場合は，この限りでないものとする。 

 ３ 担保権者等の参加 



  清算人は，協定案の作成に当たり，必要があると認めるときは，会社の

財産につき一般の先取特権その他一般の優先権，特別の先取特権，質権，

抵当権，商法の規定による留置権又は企業担保権を有する債権者の参加を

求めることができるものとする。 

 ４ 協定の可決要件 

  協定を可決するには，  

ａ 債権者集会に出席した議決権を行使することができる債権者の過半数

の同意 

及び  

ｂ 議決権を行使することができる債権者の議決権の総額の３分の２以上

に当たる議決権を有する者の同意 

がなければならないものとする。 

 ５ 協定の不認可要件 

  裁判所は，協定が可決されたときは，次に掲げる事由がある場合を除き，

協定認可の決定をしなければならないものとする。 

  ａ 特別清算の手続又は協定が法律の規定に違反し，かつ，その不備を補

正することができないものであるとき。ただし，手続が法律の規定に違

反する場合において，当該違反の程度が軽微であるときは，この限りで

ないものとする。 

  ｂ 協定が遂行される見込みがないとき。 

  ｃ 協定が不正の方法によって成立するに至ったとき。 

  ｄ 協定が債権者の一般の利益に反するとき。 

  ※ 参照条文 商法第４４７条，第４４８条第１項，第４４９条及び第４

５０条 

  （注１） ４の「協定の可決要件」のうち，ｂの議決権額要件については，

３分の２とする意見のほか，４分の３，２分の１とする意見もあった。

  （注２） 協定の認可又は不認可についての利害関係人の意見陳述権（民

事再生法第１７４条第３項参照。なお，非訟事件手続法第１３８条ノ

１０第２項において準用する同法第１３５条ノ１９第２項において準

用する同法第１３５条ノ１６第１項参照）等につき，所要の規定を整

備するものとする。 

第１３ 特別清算の終了

 １ 特別清算の終結 

  裁判所は，次に掲げる場合には，〔会社，〕清算人，監査役，債権者，

株主又は検査役の申立てにより，特別清算終結の決定をすることができる

ものとする。 



  ａ 特別清算が結了したとき。 

  ｂ 特別清算の必要がなくなったとき。

 ２ 破産手続開始による特別清算の終了

 (1) 職権による破産手続開始の決定

   ア 裁判所は，次に掲げる場合において，会社に破産手続開始の原因と

なる事実があると認めるときは，職権で，破産法に従い，破産手続開

始の決定をしなければならないものとする。 

    ａ 協定の見込みがないとき。 

    ｂ 協定の遂行の見込みがないとき。 

    ｃ ａ及びｂのほか，特別清算によることが相当でないと認めるとき。

   イ 裁判所は，次に掲げる場合において，会社に破産手続開始の原因と

なる事実があると認めるときは，職権で，破産法に従い，破産手続開

始の決定をすることができるものとする。 

    ａ 協定が否決されたとき。 

    ｂ 協定不認可の決定が確定したとき。

 (2) 特別清算の終了 

  (1)による破産手続開始の決定があったときは，特別清算は終了するも

のとする。 

  ※ 参照条文 商法第４５５条及び同法第４５６条において準用する同法

第３９９条 

  （注） ２(1)の「職権による破産手続開始の決定」に基づく破産手続にお

ける特別清算の手続の費用の請求権等の財団債権化等（非訟事件手続

法第１３８条ノ１３）等につき，所要の規定を整備するものとする。

  第２部 その他 

第１ 会社の整理 

  会社の整理の制度は，廃止するものとする。

第２ その他 

  その他所要の規定を整備するものとする。

 


